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２．対象・目的・内容
対象　市民
　
内容　講話・調理実習　３回
　　　調理実習でのレシピを広報、ホームページで公開し周知

年

する。
場所　みらいえ
　　　　保険医療課と共催

事 業 概 要

市民
事業の対象

（誰・何を）

健康づくりを推進するために、主に食生活・栄養に関して教室を開催することで、市民が食生活や栄養について学
事業の目的 び、個人に

度

あった健康習慣の確立と、実践ができるようになり、疾病予防につながる。
（どういう状態

にするために)

内容　講話・調理実習　３回
事業の内容

（どういう内容

を行うのか)

平成３０年度　当初予算事業の概要説明書
（兼

　
評価説明書） 1 頁

３．年度別事業費 （単位：千円）

事　業　費
国庫支出金 県

１

支 出 金 地 方 債 分担金負

当

．

担金 使用料手数料 そ の

事

他 一 般 財 源

平成27年

務

度決算額 0 0 0 0 0 0

事

0 0
平成28年度決算

業

額 234 0 0 0 0 0 0

の

234
平成29年度決
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要

0 269
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□
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平成 算

て関心

説 明 が高い方を中心に構成されていたり、リピーターが半数近くを占めているようであり、本来受講すべき対象者をど

価 う参加させるかが課題であると考える。そのため、講座の内容はもちろんであるが、チラシの内

事

容も「おいしい・
楽しい」といった要素を前面に出し、健康無関心層に届くような工夫が必要だと思われる。

業の概要説明

５．事業の実績・目

書

標

指 標 名 参加者数 単　

（

位 人

説 明 や 数 式
活 動

３
兼

年 度 平成28年度 平成

評

29年度 平成30年度

価

平成31年度
指 標 目

説

標 値 30 30
実 績 値 3

明

1 24
① 経 費 （ 千 円 ）

書

659
単位当たりのコ

）

スト 0 27.46

指 標

2

名 受講後、味付けが薄

頁

くなった人の割合 単　位 %

説 明 や 数 式 参加者

０

アンケートより
活 動

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指 標 目 標 値

実 績 値 47.8 44
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト 0 0

指 標 名 受講後、天然だし利用者増加割合 単　位 ％

説 明 や 数 式 参加者ア

年

ンケートより
成 果

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指 標 目 標 値

実 績 値 60.9 12
① 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト 0 0

指 標 名 受講後、野菜を３皿以上たべる人の増加割合 単　位 ％

説 明 や 数 式

度

参加者アンケートより
成 果

年 度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指 標 目 標 値

実 績 値 25.4 8
② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト 0 0
活動指標　教室の参加者数をあげた。

実績・成果 活動成果　教室

　

の目標としている指標についての割合をあげた。

等 の 説 明

６．評価
評 価 事業の優先度(緊急性) 2 事業の必要性 4 実施主体の妥当性 3

１ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 5
事 業 の 拡

当

充
次 総合評価

受講前と受講後を比較し、参加者の食生活改善に係る行動変容を確認することができ、健康意識の向上に効果的で

評 あったと考えられる。

説 明 今後は新たな参加者の増加により、地域全体の食生活改善ひいては

初

生活習慣病予防を図っていく必要がある。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 3 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 3

２ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 4 市民ニーズの把握 5
事 業 の 改善・見直し

次 総合評価

予

　講話と調理を組み合わせる方法により、受講者の健康意識の向上には一定の成果があると考えられる。また、比

評 較的人気のある講座であり、一定の参加者数は常に確保できている。しかし、受講者には、元々健康に対し


